
































A Trial of Consumer Education at the University: Improvement in the 

































  ※以下は、特に愛知県の職員さんが、皆さんに尋ねたい質問です。合わせて記述をお願いします。 
・どんな情報・コンテンツが掲載されているとよいと思うか？ 

























とてもわかりやすい まあまあわかりやすい あまりわからない 全然わからない 
5人（6.7％） 29人（38.7％） 33 人（43.9％） 8 人（10.7％） 
とても良い まあまあ良い あまり良くない 全然良くない 
8人（10.7％） 29人（38.7％） 32人（42.6％） 6 人（8.0％） 
とてもわかりやすい まあまあわかりやすい あまりわからない 全然わからない 
6人（8.0％） 24人（32.0％） 35人（46.7％） 10 人（13.3％） 
とても役立つ まあまあ役立つ あまり役に立たない 全然役に立たない 
15人（20.0％） 41人（54.7％） 18人（24.0％） 1人（1.3％） 
とてもある まあまあある あまりない 全然ない 












































































よいと思う 少しよいと思う あまりよくないと思う よくないと思う 
45人（60.0％） 29人（38.7％） １人（1.3％） 0 人（0％） 
意欲がわく 少し意欲がわく あまり意欲がわかない 意欲がわかない 
19人（25.3％） 46人（61.4％） 9人（12.0％） 1人（1.3％） 
表８　大学授業と愛知県消費者行政と連携した取り組みに対する自由意見
表７　愛知県消費者行政と連携しながら学んでいくことについて、あなたの意欲はどうですか？
表６　大学授業と愛知県消費者行政と連携した取り組みについて、あなたはどのように思いますか？
＜社会参画に関するもの＞ 
・自分の意見や考えが愛知県に届くので、社会に貢献していると思った。 
・大学生は消費者問題を考えるきっかけになるし、愛知県もどのように消費者トラブルを伝えればわか
りやすく理解してもらえるか分析でき、役立つと思う。 
・自分たちが学んだことが役立つのはうれしいし、意欲がわく。 
・愛知県の webの今後にも関わるため、責任があると思った。 
＜自分自身の関心・理解等に関するもの＞ 
・愛知県の webを見て、消費者問題について身近に感じ、関心を持った。 
・消費者行政が何をしているかよくわからなかったが、webなどを調べることで理解できた。 
・私たちの意見が反映され、webがよりわかりやすいものになるのなら、これから積極的に利用したい。
・普段こういった授業はなく、講義だけでは学べないことを学ぶことができ、深く考えることができた。
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あった。学生の質問紙調査結果やレポートでの意見を参考にして、愛知県は新しいウェブペー
ジを作成した。特にトップページの構成について、文字、配色、イラストなど全体的な改訂が
なされた。
　大学の今回の授業目的としては、消費生活情報ウェブページの改善のための提案を考えるこ
とを通して、学生に消費生活に関する知識の修得と活用及び消費者市民社会への参画意識を持
たせることであった。レポート課題では、学生は、提供されている消費生活情報の内容をどの
ように改善すればよいか、自分の言葉で具体的に記述しており、各自が知識を活用して課題に
取り組んだと考えられた。また、多くの学生がレポートの感想などで、「課題を行うことで、
授業で学んだ内容がさらに深く学べた」と記述していた。今回の課題は、消費生活に関する知
識の修得と活用について、効果的な課題になったと考えられた。消費者市民社会への参画意識
については、大学授業と愛知県消費者行政と連携することに対して、ほとんどの学生が質問紙
調査の表６で「よい」と回答した。これは社会参画への第１段階と考えられるであろう。また、
連携して学ぶことに対する自分の意欲について、表７で８割以上の学生が、意欲がわくと答え
た。連携に対する学生の意欲の高まりは、社会参画意識として重要と考えられた。さらに自由
意見として、自分の社会参画意識について明確に記述した学生が、４分の１以上いたのである。
大学の講義のみでは学生に自主的・積極的な社会参画意識を持たせることは難しいと考えられ
るが、今回の消費者行政と連携した取り組みにより、学生の社会参画意識を高めることができ
たのではないかと考えられた。
　大学における消費者教育の試みとして、愛知県県民生活県民生活課と大学授業が連携した取
り組みを行ったが、消費者行政と学生の双方において、効果的な取り組みになったと考えられ
た。今後も、大学における消費者教育の推進に向けて、実践的な研究をしていきたい。
文献
１） 消費者教育推進法では、「消費者市民社会」を、「消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を
相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及
び地球環境に影響を及ぼしうるものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参
画する社会をいう」と定義している。
２） 実践例として、荒井きよみ「消費者教育における社会参加意識の育成」，日本消費者教育学会『消費者教育』
第29冊，pp.27-36，2009
３） 実践例として、西村朱美「中学校家庭科におけるサスティナブル社会のための消費者教育」，日本消費者教
育学会中部支部『中部消費者教育論集』第４号，pp.51〜65，2008　、神山久美・鳴海多恵子「消費者市民
教育をめざした『衣生活』の授業の試み」，日本消費者教育学会『消費者教育』第30号，pp.87-95，2010
４） 消費者教育推進委員会「大学及び社会教育等における消費者教育の指針」平成23年３月30日
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/_icsFiles/afieldfile/2011/10/31/1306400_01.
pdf（閲覧：2012/９/15）
５） 文部科学省生涯学習政策局「大学における消費者教育の取組事例」平成23年３月30日
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/_icsFiles/afieldfile/2011/10/31/1306400_02.
pdf（閲覧：2012/９/15）
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大学における消費者教育の試み：愛知県消費生活情報ウェブサイトの改善
要約
　「消費者教育推進法」及び文部科学省「大学及び社会教育等における消費者教育の指針」より、
大学における消費者教育の目標を設定し、愛知県県民生活部県民生活課と連携した消費者教育
を、名古屋女子大学の授業で試みた。愛知県消費生活情報ウェブページの改善のための提案を
行うレポート課題を学生に出し、学生のレポート内容と質問紙調査結果から、授業効果を考察
した。学生は、消費者情報ウェブページの改善のための提案を考えることを通して、消費生活
情報に関する知識の修得と活用を行い、消費者行政のウェブページの改善に参画するという課
題によって、消費者市民社会への参画意識を高めたと考えられた。
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